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2016年3月29日 

4月の注目イベント 

2016年4月の注目イベントは？ 

中国、米国、欧州は1-3月期実質GDPで景気の拡大度合いを確認する月です。
中国はやや下振れる可能性があり、政策期待が高まりそうです。日米ユーロ圏の
金融政策に変更はない見通しですが、インドで追加緩和が期待されます。 

(注)2016年3月29日現在。日付は現地時間。予想はすべて三井住友アセットマネジメント。上表は予定であり変更される場合があります。 
(出所)各種報道等より三井住友アセットマネジメント作成 

●各国・地域の経済指標、金融政策決定会合等イベントの予定(2016年4月)

米国 欧州 中国・アジア・その他 日本

1日:3月雇用統計、3月ISM製造業

指数

5日:3月ISM非製造業指数

7日:３月米連邦公開市場委員会

(FOMC)議事録

1日:ユーロ圏3月マークイットユーロ圏

製造業PMI、2月失業率

4日:ユーロ圏2月生産者物価(PPI)

5日:ユーロ圏2月小売売上高

1日:中国3月製造業・非製造業PMI

4日:豪州2月小売売上高、2月住宅

許可件数

5日:豪州準備銀行(RBA)理事会

((予)据え置き)

5日:インド準備銀行(RBI)金融政策

決定会合((予)追加利下げ)

1日:ジュニアNISA利用開始

1日:3月調査 日銀短観

5日:2月毎月勤労統計

7日:日銀支店長会議(さくらレポート)

8日:3月消費者態度指数、3月景気

ウォッチャー調査

13日:3月小売売上高

14日:3月消費者物価(CPI)

15日:4月ミシガン大学消費者センチメ

ント指数(速報)

19日:3月住宅着工件数

14日:ユーロ圏3月CPI

14日:英国金融政策委員会((予)据

え置き)

15日:ユーロ圏2月貿易統計

11日:中国3月CPI、3月PPI

14日:豪州3月雇用統計

15日:中国1-3月期実質GDP((予)

前年同期比＋6.4％)、3月鉱工業生

産、3月小売売上高、3月固定資産

投資

18日:中国3月70都市不動産価格

11日:2月機械受注

12日:3月銀行貸出動向

14日:3月首都圏マンション発売

15日:2月鉱工業生産

20日:3月中古住宅販売件数

25日:3月新築住宅販売件数

26-27日:FOMC((予)変更なし)

28日:1-3月期実質GDP((予)前期

比年率＋1.5％)

29日:3月個人消費支出(PCE)コア

21日:欧州中央銀行(ECB)理事会

((予)変更なし)

25日:独4月IFO企業景況感指数

27日:独5月GfK消費者信頼感

27日:英国1-3月期実質GDP((予)前

期比年率＋1.7％)

29日:ユーロ圏4月CPI(速報)

29日:ユーロ圏1-3月期実質

GDP((予)前期比年率＋1.3％)

20-21日:インドネシア金融政策決定

会合((予)据え置き)

26-27日:ブラジル金融政策決定会合

((予)据え置き)

20日:3月訪日外客数、3月貿易収支

24日:衆議院北海道5区、京都3区補

欠選挙

27-28日:金融政策決定会合(展望

レポート)((予)変更なし)

28日:3月全国CPI、4月東京CPI

ここがポイント

マーケット環境の安定を見極めるにはま

だ時間が必要で、4月利上げは見送ら

れ、早くても6月と見る。1-3月期実質

GDPは前期比年率で＋1.5％とやや

もたつく見通し。4-6月期は同＋3.0％

へ持ち直すと見ており、景気の基調は

大きくは変化しないと予想。

ECBは3月に発表した金融緩和を見

見極める流れ。ユーロ圏の1-3月期

実質GDPは前期比年率で＋1.3％の

見通し。景気は新興国向け輸出や生

産活動が低調だが、内需が底堅く推移

しており、拡大傾向が続こう。

インドは財政再建の流れが固まる中、

インフレ率も落ち着いていることなどから

RBIは4月に利下げに踏み切ろう。中

国の1-3月期実質GDPは前年同期

比で＋6.4％の見込み。消費を喚起

するような対策が打たれる可能性が高

まろう。

日銀短観では、マイナス金利導入後、

企業が資金を借りやすくなるなど金融環

境に変化が読み取れるかに注目。日銀

は緩和効果を見極めるため政策変更

は行わないと予想。物価は3月にも小

幅なマイナスに転じると予想され、政策

期待が高まる方向へ。


